
鹿児島県プライバシー保護設備等支援事業費補助金交付要綱（抜粋）

（補助金の交付の条件）

第４条 規則第５条第１項の規定による条件は，次のとおりとする。

(1) 事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には，知事の承認を受けなけれ

ばならない。

(2) 事業を中止し，又は廃止する場合には，知事の承認を受けなければならない。

(3) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合には，速や

かに知事に報告してその指示を受けなければならない。

(4) 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には，その収入の全

部又は一部を県に納付させることがある。

(5) 事業により取得し，又は効用の増加した財産については，事業完了後においても善良

な管理者の注意をもって管理するとともに，その効率的な運営を図らなければならない。

(6) 補助事業完了後に，消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には，別記第14号様式により速やかに知事に

報告しなければならない。

なお，知事は報告があった場合には，当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

の全部又は一部を県に納付させることがある。

(7) 補助金と事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を作成するとともに，当該収入

及び支出について証拠書類を整理し，かつ，調書及び証拠書類を補助金の額の確定の日

（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には，その承認を受けた日）の属する年度の

終了後５年間保管しなければならない。第11条において処分を制限された財産のある場

合は，前記の期間を経過後，当該財産の財産処分が完了する日，又は補助金等に係る予

算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号。以下「適正化法施行

令」という。）第14条第１項第２号の規定により，私立幼稚園においては文部科学大臣，

その他においてはこども家庭庁長官が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日ま

で保管しておかなければならない。


